
 

様式第２２号（第２４条第１項関係） 

 認定特定非営利活動法人が助成金の支給を行った場合の実績の提出書 

特例認定特定非営利活動法人が助成金の支給を行った場合の実績の提出書 

 

 

 

 R3 年 12 月 5 日 

 

 

 

 

 

 

福岡県知事 殿 

 

主 た る 事 務 所  
 

の 所 在 地 

〒●●●－●●●● 

福岡県〇〇市〇〇町〇丁目〇番〇号 

電話（000 ）000 ― 0000 

（フリガナ） 

 

法 人 名 

トクテイヒエイリカツドウホウジン〇〇〇〇 

特定非営利活動法人〇〇〇〇 

（フリガナ） 

 

代 表 者 の 氏 名 

トビウメ タロウ 

飛梅 太郎 

認定（特例認定）年月日    H29 年  12 月 1 日 

認定（特例認定）の有効期間 
自   H29 年  12 月 1 日 

至    R4 年  11 月 31 日 

  助成金の支給を行ったので、特定非営利活動促進法第 55 条第２項（同法第 62 条において準用する場

合を含む。）に規定する助成の実績を以下のとおり提出します。 

支    給    日 支   給    対    象    者 支 給 金 額 助 成 対 象 の 事 業 等 

   R3 年 11 月 5 日 NPO 法人※※※ 100,000 円 介護人材の育成事業 

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

    年  月  日  円  

 

記載例 

登記簿のとおりに 
正確に記載します。 

「提出日（郵送の場合は投函
日）」を記載します。 
助成金の支給後、遅滞なく提
出する必要があります。 



 

「認定特定非営利活動法人が助成金の支給を行った場合の実績の提出書・特例認定特定 

非営利活動法人が助成金の支給を行った場合の実績の提出書」の記載上の留意点等 

 

 

１ この提出書は、認定特定非営利活動法人又は特例認定特定非営利活動法人が助成金の支給を行った場

合に、特定非営利活動促進法第 55 条第２項（同法第 62 条において準用する場合を含む。）の規定によ

り助成の実績を記載した書類を所轄庁に提出する必要がありますので、その際に使用します。 

 

２ 「助成対象の事業等」の欄は、事業等の内容を具体的に記載します。 

        

 

 

 


